
Topic① 

ASEAN各国の税務調査動向とその対応策

http://home.kpmg/jp/kpmg-insight


1    KPMG Insight Vol.51

海外Topic

星野 淳
Atsushi Hoshino

ASEAN経済は、若い労働人口、急速な都市化に伴う中間所得層の拡大を背景とした
巨大マーケットとしての魅力が増すなか、高い経済成長を遂げています。一方で、2020
年から世界中で拡大している新型コロナウイルス感染症（以下、「COVID‐19」という）対
応としての景気刺激策による財政支出に加え、企業業績の低迷による税収不足を解消
するため、ASEAN各国では積極的な税務調査が実施されています。
また、BEPSプロジェクトの流れによって、ここ数年、ASEAN各国では移転価格税制
の本格導入・強化がなされ、移転価格調査による徴税実務が主流になりつつあります。
本稿ではASEAN各国における税務調査の典型事例とその対応策について解説し、グ
ローバルタックスマネジメント強化の必要性について考察します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめお断
りいたします。

  POINT 1

コロナ禍による企業業績の低迷に起因する税収不足を解消するために、 
ASEAN各国では積極的な税務調査が実施されている。

  POINT 2

BEPSプロジェクトの流れのなか、ASEAN各国で移転価格税制の本格導入・強
化がなされ、移転価格調査による徴税実務が定着化してきている。

  POINT 3

ASEAN各国における適切な税務コンプライアンスを達成するためには、日本
本社・地域統括会社・現地マネジメントによる組織的な税務ガバナンス体制の
構築が重要となる。

ASEAN各国の税務調査動向とその対応策
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Ⅰ

ASEAN各国で強化される税務
調査

従来、ASEAN地域への投資は、安価で
豊富な労働力を目的とする製造拠点とし
ての投資が中心でした。しかし、近年では
急速な都市化とそれに伴う中間所得層の
拡大を背景に巨大マーケットが形成され
ており、消費市場としての魅力を増してい
ます。その結果、外資規制が緩和されつつ
ある状況と相まり、インフラ、建設、金融、
不動産、教育、医療、IT、飲食など多岐に
わたる業種への進出が増えています。
これら経済発展の過程においては、技

術の開発・移転、雇用の拡大、あるいは
ASEAN地域での優位性を確立するため、
各国は種々の優遇税制を打ち出し、日系
企業を始め多くの外資系企業を誘致して
きました。進出した企業は、この地域で
ビジネスを行ううえでのさまざまな経験と
知識が内部蓄積されていると思われます
が、それでも税務の分野ではまだトラブ
ル事例の報告が多く見られます。それは、
経済・産業発展の歴史、あるいは現在の
ステージが、国によって異なるためです。
税法や税務執行制度が曖昧で、実務上の

解釈や裁量に幅があるうえ、税務当局と
直接対峙する現地法人の担当者において
も、さまざまな取引事象に対する税務的
な知識や準備が不十分であることが主な
原因と考えられます。
足元では、COVID-19対策としての財政

支出に加え、企業業績が低迷するなかで
税収不足を解消するために、ASEAN各国
で積極的な税務調査が実施される傾向に
あります。
また、全世界的なBEPSプロジェクトの

流れによって、ここ数年、各国でも移転価
格税制の本格導入・強化がなされていま
す。このように、移転価格調査による徴税
実務が着実に増加・定着化しつつあること
も、最近のASEAN各国での税務調査の特
徴と言えます。

Ⅱ

ASEAN各国の税務調査におけ
る典型事例

一口にASEANと言っても、経済の成熟
度、税制、徴税実務などは国によってさま
ざまです。ただ、各国における税務調査で
の指摘事項や税制度などから、次に挙げ
る論点が税務上の主な典型事例として考

えられます。

（1） 移転価格調査
ASEAN各国の移転価格税制について

は、図表1に記載したとおり、導入時期な
どは異なるものの、BEPS行動計画に基づ
いた移転価格に関する規定・ルールの設
定・拡充、ガイドラインの公表などが順次
行われ、各国の税務当局による移転価格
税制へのコンプライアンス強化が図られ
ています。それに伴い、移転価格調査の件
数は、各国で増加・拡大しており、今後さ
らに活発化していくことが予想されます。
移転価格税制および移転価格調査への

対応については、関連者間取引の種類や
内容により異なりますが、ASEAN各国に
おいては、既に移転価格文書の作成が義
務化されています。現状、フィリピンとカン
ボジアでの移転価格調査による徴税実務
は限定的ですが、この2ヵ国以外では、徴
税実務が確実に増加傾向にあり、移転価
格文書におけるベンチマーク分析に対して
当局が調整を行うケースが多くみられま
す。そのため、移転価格対応の第一歩とし
て、日本本社と各国において互いにコミュ
ニケーションを取り合い、グループ視点で
のポリシーやルールを基礎として連携しな

図表1 各国の移転価格税制

国名 移転価格の
導入年度

関連者の
定義

移転価格文書の
作成義務 直近の動向

タイ 2002年 50%以上 あり 2019年に移転価格文書の作成義務が法令化され、移転価格の対象が明確化
された。

ベトナム 2006年 25%以上 あり 2020年の法規制改正により、最低レンジの25％分位から35%位への変更など
がなされた。

シンガポール 2006年 50%超
支配関係 あり

2018年に移転価格文書の作成義務が正式に法令化された。また、2021年に
移転価格ガイドライン（第6版）公表され、金融取引、費用分担契約等に係る具
体的なガイダンスが追加された。

マレーシア 2009年 20%以上
要件あり あり 2019年に移転価格調査のフレームワークが改訂され、罰則の強化が図られて

いる。

インドネシア 2008年 25%以上 あり 2016年にBEPS対応として、ローカルファイル、マスターファイル、国別報告書
にかかる規定が公布、施行された。

フィリピン 2013年 数値基準なし
支配関係 あり 2020年に関連者取引一覧表の提出や移転価格文書の具備対象会社の明確

化を定めた税務ガイドラインが公表された。

カンボジア 2017年 20%以上 あり 2017年に移転価格文書の作成義務が法令化され、移転価格の対象が明確化
された。

出所：ASEAN各国の法令に基づき、KPMG作成
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がら移転価格文書の作成および準備をし
ておくことが重要となります。
また、コロナ禍において、損失計上や低

利益率を計上せざるをえない企業も想定
されますが、そのような場合は、損失や低
利益率が関連者取引を原因とするのでは
ないことを定量的に示せるよう、特に留意
が必要となります。

（2） グループ会社への支払い
ロイヤリティ、テクニカルフィー、マネジ

メントフィーなどの費用を現地法人から日
本本社やシンガポールなどの地域統括会
社に支払うケースは多いと思いますが、グ
ループ会社への支払いにかかる損金性は、
税務調査の典型論点の1つです。論点とな
るのは、事業関連性、当該サービスにかか
る便益の有無、関連する証憑による裏付
け、そして取引価格の妥当性です。
まず、費用の損金性の大前提として、税

法上、事業との関連性が要求されること
になります。次に、当該サービスにかかる
便益の有無について、たとえば、経理機能
など現地法人に既にある機能に関連した
サービスを親会社や地域統括会社から受
ける場合には、その合理性や重複がない
ことを説明し、現地法人にベネフィットが
あることを示す必要があります。なお、通
常、株主として行う行為については、損金
性が否認される点にも留意する必要があ
ります。また、ロイヤリティは利益に貢献
する対価との前提のもと、現地法人が赤
字を計上している場合には、利益貢献が
ないとしてロイヤリティの損金算入が税務
調査で否認される場合があるため留意が
必要です。
これら損金性にかかる合理的な根拠を

説明するためには、契約書、請求書、サー
ビスの内容、成果物など、サービス提供の
事実と当該サービスによって現地法人が
受けたベネフィットを具体的に立証できる
証憑などの準備が重要になります。

（3） 税制優遇にかかる税務調査
ASEANでは、外国資本の誘致、特定産

業の発展、地域統括の設置などを促進す
る目的で、法人税の減税・免税などを企業
に付与する優遇措置が多々あります。製造
業では、タイのBOI（タイ投資委員会）、フィ
リピンのPEZA（ぺザ：経済特区庁）企業、
ベトナムやマレーシアにおける特定事業・
特定所在地に対する税制優遇など、地域
統括機能であればシンガポール、タイ、マ
レーシアにおいて種々の税制優遇が規定
されています。
ただし、これらの税制優遇を享受する

ためには、一定の要件を満たす必要があ
ります。これらは、当該要件の充足性につ
いて事前に承認を受けるケースと、自主申
告に基づくケースとに大きく区分されます。
前者であれば優遇税制付与時の要件の
継続的順守性、後者であればその要件の
充足性について事後的に確認が必要です
が、企業自身によるモニタリングが不十分
なため、税務調査において遡及的に課税
が指摘されるケースが見受けられます。
また、税制優遇の対象となる事業と対

象とならない事業の両方を営む場合、一
般的には両事業の損益を適切に区分し、
税制優遇対象事業にかかる事業所得を算
定する必要があります。しかし、間接費の
配賦など、その配賦や区分の合理性を十
分説明できない場合も散見されます。この
ようなケースも、典型的な税務調査での
指摘事項となりますので留意する必要が
あります。

（4）  税務証憑類の記載漏れ、記載 
誤り

Tax Invoiceの記載漏れ、記載誤りなど
要件を順守していない場合に、VATの仕入
れ税額控除が受けられないといったこと
も、税務調査での典型論点の1つです。ま
た、契約書など税務処理に関する関連証
憑、あるいは法人税申告書の添付書類へ
の記載誤りがある場合には、形式主義の
強いベトナムやインドネシアなどでは、そ

の税務上の損金性に疑義を持たれたり、
当局からの指摘に対して正しく抗弁でき
ないといったことになりかねません。した
がって、正確な証憑類の準備、作成およ
び整備は特に重要となります。

（5） 還付請求にかかる税務調査
特にタイ、インドネシア、フィリピンなど

では、基本的には還付請求をトリガーと
して税務調査が実施されます。そして、ひ
とたび税務調査が実施されれば、短期間
で終結するケースは極めてまれです。税務
調査の結果、追徴税額が生じることによ
り還付金が減額されることが大半ですが、
最悪の場合、追徴税額が還付金を上回
り、追加納付が必要となるケースも散見
されます。
そのため、還付ポジションとなる場合

は、税務調査に備えて税金計算の正確性、
適切性を事前に再確認するとともに、各
種証憑書類等を用意するなど、事前の入
念な準備が不可欠です。なお、還付金額
と税務調査の対応コストを勘案して実際
に還付請求を行うか否かを判断すること
も実務上は必要と考えられます。
また、ビジネスの進出国における税制、

業種、商流、利益ポジションによっては、
税務上、常に還付ポジションとなり、毎年
税務調査を受けなければならないケース
も想定されます。たとえば、製品を海外へ
販売する場合、輸出は通常、0％課税取引
となりVATが課税されません。一方で、原
材料の調達や、経費にはVATが課税され
るため、常にVATの還付ポジションとなり
ます。また、インドネシアでは、製造業者
が原材料を輸入する際や、商社などの販
売業者が商品などを輸入する際には、輸
入品目に応じた税率で源泉税が課されま
す。これは、法人税の前払いの性格を有す
るために、年次の法人税申告の際に控除
が可能となりますが、源泉税率が高いた
め、会社の利益率の状況によっては、常に
還付ポジションとなってしまうケースがあ
ります。
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このように、税務上、常に還付ポジショ
ンとなるビジネス形態の場合には、毎年、
税務調査を受けることになります。そのた
め、税務調査期間を考慮した資金繰りを
計画する必要があります。一方、コストと
時間を勘案して還付請求を行わないと判
断した場合には、還付見合分がコストと
なってしまいます。かかる状況を避けるた
めには、事業部門が海外事業展開におけ
る計画を策定する段階から、税務所轄部
門と連携して事前に税務リスクを把握検
討しておくことが重要となります。

Ⅲ

税務調査の対策ポイントと税務
ガバナンス高度化に向けて

以上、ASEANでの税務調査における典
型論点とその対応策を概観してきました。
日系企業が税務リスクを管理していくた
めには、各国の実務担当者はもちろんの
こと、日本本社あるいは地域統括会社の
税務担当者も各国の課税実務、課税リス
クについて正確に理解し、積極的に関与
していく必要があります。現地法人におけ
る税務リスクを低減させるための事前の
準備を本社・地域統括会社は常にモニタ
リングし、実際の調査場面では組織的な
対応を図ることが重要です。

（1） 事前の準備（日常の業務）
通常、税務調査の通知（電話・レター）か

ら実際の税務調査開始までの期間は非常
に短期であり、通知を受けてから対応して
いたのでは時間的な制約から十分な証憑
や合理的な説明が準備できないリスクが
あります。また、調査対象年度が数年前ま
で遡ることが通常であり、当時を知るマネ
ジメントや担当者が既に不在であったり、
証憑の保管場所が特定できないような
ケースも決して珍しくありません。よって、
図表2に記載した項目について事前の準備
を行い、現地法人・本社・地域統括会社が
一体となって常日頃から税務リスクを意識

し、税務当局の付け入る余地を最小化して
おくことが重要です。

（2） 税務調査時の対応
税務調査官からの指摘や課税に対して

は、税法に基づいた論理展開が重要とな
ります。具体的には、適切な税務専門家の
理論的支援を受けながら合理的な反論を
構築するとともに、それを裏付ける証憑を
提示することにより、税務調査官へ説明し
ていくことが求められます。
また、ASEAN各国では、税務担当官な

どの役人の地位が高いと一般的に認識さ
れており、現地法人の経理担当者が税務
調査官に恐縮して言われるがままに指摘
を受け入れるケースも散見されます。しか
し、会社が税務調査官の指摘を一度受け
入れてしまった場合は、仮にその指摘が不
合理であったとしても、その後に反論する
ことは極めて困難です。そのため、安易な
妥協は禁物です。
このような事態を避ける対策として、現

地語で行われる税務調査を現地法人の担
当者任せにしないことが挙げられます。現

地のマネジメントはもちろんのこと、本社
および地域統括会社に配置されている税
務担当者が税務調査に積極的に関与し、
首尾一貫した合理的な説明を行い、関連
資料の提出など情報コントロールをしてい
くことが重要になります。

ASEAN地域に展開する日系企業の多く
は、税務知識に精通した現地人材の不足、
日本本社から税務専門家を派遣すること
も現実的でないといったリソース上の課
題を抱えています。また、現地法人のみで
はバリューチェーンの全体像を把握するこ
とが困難で、関連者間取引における各社
の機能やリスクを合理的に説明できない
ケースも多々あります。こうした状況を考
慮すると、本社、地域統括会社、現地マネ
ジメントが密に連携し、税務ガバナンスの
高度化に向けて組織的に対応することが
求められます。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGシンガポール
星野淳／パートナー

 +65 6213 3388（代表電話）
 atsushihoshino@kpmg.com.sg

図表2 税務調査への対応

【事前の準備】
•  税務調査のプロセスの理解
•  法律やガイドラインに準拠した適切な税
務処理の確認

•  税務処理を裏付ける証憑などの事前 
準備

•  グループ間取引については移転価格文
書などの事前準備

【調査時の対応】
•  記録文書、データなど客観的事実に基
づく調査官への説明

•  適切な現地税務専門家の関与による合
理的な反論の構築

•  ローカル担当者任せにせず、マネジメン
トによる積極的な関与

•  日本本社、地域統括会社、現地マネジ
メントの緊密な連携
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